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「LGBT理解増進法」のリーフレットとして内閣府
がホームページで公表している資料＝2024年6月
20日午後3時22分、藤沢美由紀撮影

　性の多様性に関する理解を進めることを目的とする
「LGBT理解増進法」が23日で施行から1年を迎えた。
新たな権利も規制もない理念法にもかかわらず、性的
少数者に対するデマや偏見に基づく反対意見も根強
く、さまざまな議論が巻き起こったが、この1年で国や
自治体ではどのような変化が起きたのかを探った。

国の基本計画進まず

　同法は、性の多様性に関する理解を増進するため、
国が基本計画を策定すると定めている。ところが、同
法を所管する内閣府は大学教授や医師らのヒアリング

は進めているものの、まだ案すら示していない。

　5月中旬、自民党本部で開かれた「性的マイノリティに関する特命委員会」で、法施行後の状況
について各省庁の担当者から報告があった。山谷えり子参院議員が「ある県の保護者から中学校
で同性愛者の人を招いて授業をしていると聞いたが、適切か」と述べるなど、「理解増進」に反
対とも受け取れる意見が一部から繰り返し出された。

　党内では同法成立を受け、「女性の安心・安全を守る」と主張する議員連盟が発足するなど法
への否定的な意見は根強く、関係者は「保守派の動きに国は慎重になっているのだろう」とみ
る。内閣府の担当者は「当事者の声を聞き、学術研究の結果をふまえて作ることが求められてお
り、それらを進めている」と言うが、計画の公表時期の見通しも立っていないという。

　この1年で内閣府が取り組んだことは、関係省庁による「連絡会議」の設置と計5回の開催▽既
存の調査や研究を分析し報告書を公表▽リーフレットや同法に関する「Q＆A」の作成とホームペ
ージでの掲載――にとどまる。

　LGBTQなど性的少数者らの全国組織「LGBT法連合会」の神谷悠一事務局長は「基本計画や指
針ができないと、どんな法律なのかわかりにくい。国は統計的根拠などに基づき、中身をしっか
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「LGBT理解増進法」の活用について、性的少数者
らの全国組織「LGBT法連合会」が自治体担当者向
けに説明会を開いた＝東京都千代田区で2024年6月
12日午後3時4分、藤沢美由紀撮影

りと決めてほしい」と話す。

　同法では、地方自治体にも「国民の理解の増進に関
する施策の策定及び実施」が努力義務として求められ
ている。国の指針がいまだに示されない中、連合会は
自治体と協働しながら取り組みを進める。6月中旬には
東京・永田町で自治体向けの説明会が開かれた。連合
会は今回の法律を活用するための手引を3月に刊行して
おり、この日はそれを基に法の解説や、広報・相談事
業など各地の先進事例を紹介した。登壇した連合会相
談役で元厚生労働省審議官の本多則恵さんは解説に先
立ち、「自治体にしかできないことがたくさんありま
す」と力を込めた。

　説明会に参加した東京都台東区人権・多様性推進課の関準太郎係長は「（他の自治体の先進事
例を学び）刺激を受けた」と話した。同区は法施行を受け、昨年12月に開催した毎年恒例のイベ
ント「人権のつどい」で性の多様性をテーマとした。「国の計画ができれば動きやすくなるが、
ないからできないというわけではない。充実させていきたい」

やまない性的少数者への中傷

　同法成立に向けた議論の過程では、SNS（ネット交流サービス）を中心に「法が成立すれば男
性がトランスジェンダー女性のふりをして女湯や女子トイレに入れるようになる」といったデマ
をはじめ、性的少数者への不安をあおる情報が広がった。法成立後も誤った風説による中傷は後
を絶たない。その影響とみられる苦情を受けつつも、自治体は取り組みを進めている。

　東京都の多摩地域では、2年前から若年層の性的少数者に関する支援事業を始め、現在は11自
治体が連携して取り組んでいる。ところが同法成立前後の一時期、事業について、「子どもの安
全」を持ち出しての意見や問い合わせがメールや電話で寄せられるようになった。同じ人が繰り
返し連絡しているとみられるものもあり、対応する職員が疲弊することもあった。自治体間の情
報共有で、各自治体に似た内容が寄せられていることが判明した。

　ある市の担当者は「子どもの安全を心配しているようにも思える内容だと、その点は受け止め
る必要もあり、対応は難しい。強い反対意見が予想される施策はやりにくい面もあり、市単独で
進めていたら困っていただろう」と明かす。

　この市では昨年、ジェンダーに関する市民意識調査を実施したところ、トイレをはじめとした
男女別施設を巡るデマを真に受けたような内容の回答が数件あった。過去の調査では見られなか
ったものだという。
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　このような状況の中、11自治体は今年4月に都内であった性的少数者の祭典「東京レインボー
プライド」にそろってブースを出展するなど発信に力を入れる。

　この担当者は、法について「これまで性的少数者に関する取り組みは、各自治体の判断で行わ
れていたが、法律ができ、自治体の役割として明記されたことで取り組みの根拠ができたのはあ
りがたい」と前向きに捉える。市民の誤解や苦情には「性的少数者に関することは人権に関わる
問題であり、今後も正しい情報を伝えながら積極的に取り組みたい」と述べた。

　同法について自治体職員向けの解説書を書いている日本大大学院の鈴木秀洋教授（行政法）
は、「公務員は憲法を尊重し、擁護する義務がある。国や自治体こそが性的少数者への差別や偏
見を積極的に取り除かなければならない」と指摘する。その上で「トランスジェンダーに関連し
た偏見や差別的言論が拡散され、それに触れた人が不安の声を上げるというサイクルに対して、
法の趣旨や対策を具体的に示し、特に大臣や自治体トップが共生社会実現へのメッセージを明確
に発していくべきだ」と訴える。

　国の基本計画策定などが進まない現状には、「対立軸を積極的に解消するための基本計画や指
針を早期に示すことを望むが、最前線で住民に対応する自治体は国待ちの姿勢にならずに、施策
を推進する必要がある」と強調する。【藤沢美由紀】
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